
（様式第ａ-13号）（2023.04）

Ⅰ．賃金要件の算定
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⑥ 金額の換算について（ ③ ④で換算を行った場合の具体的な計算方法）

※　①欄は、支給対象となる就労環境整備措置の実施日のうち最も遅い実施日を、外国人労働者ごとに記載してください。

※　②欄は、賃金を改定した日を、外国人労働者ごとに記載してください。②欄の日は、①欄の日の翌日から起算して１年以内である必要があります。

※　③欄は、賃金改定前の３か月の「毎月決まって支払われる賃金（以下「賃金」という。）」の総額を記載してください。
　　なお、対象外国人労働者の賃金が、時給や日給、出来高払い等でその月ごとに賃金が変動する場合であって、対象外国人労働者の都合等により労働日数が
　著しく少なくなった場合等、比較を行うことが適切でない場合には、「換算」欄に「✔」して、「労働日に通常支払われる賃金の額」に「所定労働日数」を
　乗じ、賃金総額を算出して記載してください。

※　④欄は、賃金改定後の賃金の総額を記載してください。
　　なお、対象外国人労働者の賃金が、時給や日給、出来高払い等でその月ごとに賃金が変動する場合であって、対象外国人労働者の都合等により労働日数が
　著しく少なくなった場合等、比較を行うことが適切でない場合には、「換算」欄に「✔」して、「労働日に通常支払われる賃金の額」に「所定労働日数」を
　乗じ、賃金総額を算出して記載してください。

※　⑤欄は、③、④欄から賃金率を計算してください。
　　なお、５％以上増加していることについては、就労環境整備措置の対象となる外国人労働者ごとに比較し、全ての外国人労働者の賃金が５％以上増加
  していることにより判断します。

※　⑥欄は、③、④「換算」欄に「✔」して換算を行った場合、換算時の日数・時間等条件や計算方法等を詳細に記載してください。

Ⅱ．賃金要件の算定から除外した外国人労働者

※　就労環境整備措置の対象となる外国人労働者のうち、賃金要件の算定から除外した外国人労働者がいる場合に記載してください。
　なお、「除外事由」欄は必ず記載してください。
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